




















































































































































　横浜商業学校の場合、尋常小学校4 ヶ年、高等小学校4 ヶ年、予科2 ヶ年、
本科3 ヶ年で合計13 ヶ年であった。一方で専門学校は尋常小学校4 ヶ年、



























高等小学校4 ヶ年から、尋常小学校6 ヶ年、高等小学校2 ヶ年に変更され
ていた。1920（大正9）年の実業学校令の改正により、翌1921（大正10）
年には商業学校規定も改正され、甲種商業学校の入学資格は中学校の入学
資格と同様に尋常小学校卒業に変更された。
　横浜市立横浜商業専門学校（1935: 6）の1920（大正9）年には「規則を
改正し本科に附属する尋常小学校卒業程度を以て入学資格とする修業年限
2 ヶ年の予科を増設し通計修業年限7 ヶ年制度と為す」とある。1921（大
正10）年の商業学校規定の改正で、旧乙種は尋常小学校卒業程度以上で
修業年限3 ヶ年、旧甲種は尋常小学校卒業程度以上で修業年限5 ヶ年また
は高等小学校卒業程度以上で修業年限3 ヶ年とされた。しかし、横浜商業
学校は尋常小学校卒業程度以上で修業年限7 ヶ年または高等小学校卒業程
度以上で修業年限5 ヶ年と一般的な旧甲種商業学校よりも修業年限が2 ヶ
年長かった。
4-2. 横浜商業学校の昇格運動
　これまで見てきた通り、横浜商業学校は規定上同等とされる甲種商業学
校よりも修業年限が2 ヶ年長く、高等商業学校よりも修業年限が1 ヶ年短
かった。1899（明治32）年の文部省告示により「高等なる商業学校」と
認定されながら「高等商業学校にあらず」とされた時点から高等商業学校
への昇格の意識はあったと考えられる。しかし、正式に昇格の兆しが見え
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たのは1917（大正6）年の横浜市立への移管の前後からである。
　横浜貿易新報社（1916）によれば、1916（大正5）年1月18日の記事に「横
浜商業学校財産は時勢の変遷に依り該校の組織を改め高等商業学校となす
か又は横浜市に於て特に高等商業学校を設置する場合其費用に充当する外
本校の基本財産として永久保存すること」と本町区会委員会で同年1月17
日に決議されたとある。この時点で「時勢の変遷」によっては高等商業学
校への昇格、または横浜への高等商業学校の新設が念頭にあったことが示
されている。なお、昇格ではなく新設も検討されているのは、神戸におい
て1878（明治11）年設立の兵庫県立神戸商業学校があったのにも関わらず、
1902（明治35）年の神戸高等商業学校設立の際、昇格ではなく新設され
たことが意識されたのではないかと考えられる。
　横浜商業学校の高等商業学校への昇格案が発表されたのは1923（大正
12）年4月6日である。横浜貿易新報社（1923a）によれば、1923（大正
12）年4月7日の記事に「現在横浜商業学校七ヶ年の課程を一ヶ年延長し
最上級三ヶ年を以て実業学校令及び専門学校令に依る実業専門学校とな
し、専ら外国貿易実務殊に英語及び其の他の貿易語（スペイン、中国、ロ
シア、オランダ、マレー等の諸語）を教授すると以て特色となし、下級五ヶ
年の普通商業学校を之に付設せしむ」と記者会見されたとある。7年制商
業学校である横浜商業学校が専門学校に比べて修業年限が短い1 ヶ年を延
長し、5 ヶ年の普通商業学校と3 ヶ年の実業専門学校（高等商業学校）に
改組するという案である。
　この昇格案の中心人物は左右田喜一郎である。左右田は横浜商業学校卒
業後、1904（明治37）年に東京高等商業学校専攻部を卒業し、同年からヨー
ロッパに留学して1909（明治42）年にはドイツのテュービンゲン大学で
法学博士号を取得した。1913（大正2）年に帰国して同年12月には東京高
等商業学校講師に就任し、翌1914（大正3）年には左右田銀行取締役、さ
らに1915（大正4）年には左右田銀行頭取に就任している。左右田は横浜
商業学校の卒業生であり、横浜財界の中心人物の一人であり、当時の日本
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でも最高峰の商学、経済学の研究者の一人でもあった。
　左右田による昇格案は横浜市会を動かし、1923（大正12）年6月13日の
「横浜商業学校の組織変更に関する市会協議会」で調査委員会の設置が決
定され、同月15日には第1回の調査委員会が開催された。横浜貿易新報社
（1923b）によれば、1923（大正12）年6月16日の記事に「横浜商業学校の
組織変更に関する市会協議会の委員会は十五日午前十時半から市役所楼上
に開会し（中略）大勢は昇格案、反対案の賛否相半ばする形勢だと言う」
とある。当初は財政問題もあり、反対案も根強く存在していた。
　しかし、横浜貿易新報社（1923c）によれば、1923（大正12）年6月27
日の記事に「横浜商業学校の組織変更に関する市会協議会の委員会は
二十六日午前十時から市役所に開会、全員出席に青木助役列席し前会に引
続き意見交換の結果同校を昇格し修行年限八年の外国貿易語学校とするに
就ては殆ど意義なく其方針を以て調査を進むる事となり」とある。根強い
反対案の根拠であった財政問題については、当時の校地を売却して郊外に
移転することで、拡張予算50万円を確保できる目処がついたことから、
昇格案は「殆ど意義なく」進められることとなった。
4-3. 横浜商業専門学校の設立
　横浜市立大学60年史編集委員会（1991: 41）によれば、横浜商業学校の
昇格案は1923（大正12）年9月4日の市会協議会の委員会で正式に決定さ
れる予定であった。しかし、同月1日に発生した関東大震災により横浜市
は壊滅的な打撃を受け、横浜商業学校も在校生7名の尊い命と、校舎1,366
坪のうち160坪と倉庫を除く大半の建物を失った。1882（明治15）年の開
校から校長を務めていた美澤進は、震災と復興の心労からか1923（大正
12）年9月11日に脳溢血で倒れ、同月16日に逝去した。
　一方で、高等商業学校への昇格への準備として導入された7年制商業学
校について、文部省から指導を受けた。横浜市立横浜商業専門学校（1935: 
7）の1924（大正13）年には「四月一日規則を改正し修業年限予科2 ヶ年
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本科5 ヶ年通計7 ヶ年のところ予科を廃止し尋常小学校卒業程度を以て入
学資格とする本科5 ヶ年制度に改め更に中等学校卒業程度を以て入学資格
とする修業年限2 ヶ年の専修科を設置す」とある。他の商業学校と同様に
尋常小学校卒業を入学資格とする5 ヶ年の本科に加えて、2 ヶ年の専修科
を設置することで7年制を維持したのである。
　1923（大正12）年9月1日の関東大震災後は復旧に努めることになった。
横浜市立横浜商業専門学校（1935: 7）の1925（大正14）年には「三月
三十日本館校舎の新築（第一期工事鉄筋コンクリート三階建）を起工す」
とあり、横浜市立横浜商業専門学校（1935: 7）の1926（大正15）年には「九
月十一日第一期工事略々竣成し新築校舎に移転す」とあるように、震災か
ら3年後にようやく新校舎への移転が実現した。
　一方で高等商業学校への昇格が完全に中止になったわけではなく、横浜
市立横浜商業専門学校（1935: 7）の1928（昭和3）年には「三月二十三日
市会に於て市長有吉忠一の提案に係る本校多年の懸案たる昇格に関する予
算案可決せらる」とある。さらに、横浜市立横浜商業専門学校（1935: 7）
の1928（昭和3）年には「三月三十日規則を改正し、専修科を廃止し併せ
て学科科目を改正し実業学校令及び専門学校令に依る修業年限3 ヶ年の横
浜市立横浜商業専門学校設置の件認可せらる」とある。このように横浜市
会の予算措置も整い、1928（昭和3）年に横浜市立横浜商業専門学校とし
てついに高等商業学校へと昇格した。
5. 結論
　第1節で本稿は横浜商業学校の学校教育制度と昇格運動について明らか
にするという問題設定を行なった。第2節で先行研究と商業学校について
確認し、先行研究では教育史の視点からの実業学校研究に続き、経営史の
視点からの実業学校研究が進展していることを確認した。商業学校につい
ては約8割が甲種商業学校であり、その過半数が公立であったため、公立
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の甲種商業学校である横浜商業学校を本稿で扱う意義が確認された。
　第3節で横浜商業学校の学校教育制度について検討したことで、先行研
究における誤解を一つ解くことができた。若林（2007: 150-151）は「大
阪商業、横浜商業などの補習科を設置し、古くから物産への人材供給を担っ
ていたエリート商業学校」と説明している。しかし、横浜商業学校に専修
科が設置されたのは1924（大正13）4月から1928（昭和3）年3月までの限
られた期間だけであり、むしろ横浜商業学校は本科5 ヶ年とする、修業年
限3 ヶ年の他の商業学校と大きく異なる学校教育制度を導入していたこと
を明らかにした。
　第4節で高等商業学校への昇格運動について検討したことで、先行研究
で見落とされていた点を指摘することができた。横浜市立大学60年史編
集委員会（1991: 24）では、「1878年には神戸商業講習所（現・神戸大学）」
とある。神戸商業学校は神戸における初めての近代的な商業教育機関であ
るけれども、神戸大学の前身となったのは1902（明治35）年に設立され
た神戸高等商業学校である。神戸に高等商業学校が設置される際に、既存
の公立の神戸商業学校（1886年に神戸商業講習所から改称）が昇格した
のではなく、新たに官立の神戸高等商業学校が設置されたのである。
1917（大正6）年の横浜市立への移管と前後して、横浜商業学校の昇格だ
けでなく新設が検討された背景には、神戸の先例があるのではないかと考
えられる。
　本稿は横浜商業学校の学校教育制度と昇格運動について明らかにした。
その過程で先行研究における誤解や見落としについて指摘することができ
たことは、本稿の貢献と言える。しかし、横浜商業学校の昇格運動の詳細
については、先行する東京高等商業学校から東京商科大学への昇格運動と
の比較や、横浜商業学校の昇格に大きな影響を与えた官立の横浜高等商業
学校の設置との関係など、さらに検討すべき点が複数存在する。これらの
検討事項については、今後の課題としたい。
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付記
　本稿は、文部科学省科学研究費基盤研究（C）（課題番号：16K03799）
の研究成果の一部である。
　また、旧字体、歴史的仮名遣いについては適宜修正している。
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